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２．業務の実施状況 

 
［経済･金融情勢の回顧］ 

 
平成 16 年度のわが国経済を顧みますと、年度当初は前年度からの比較的高い成長が持
続しておりましたが、海外経済の高成長が一服するとともに次第にわが国経済の成長も緩

やかなものとなりました。輸出が減速し、電子部品・デバイス工業における在庫調整など

から景気は一進一退の推移を続けました。 

 この間企業収益は輸出を牽引力とした売上増や、人件費など経費の抑制を続けたことな

どにより改善を続けました。それとともに設備投資も底堅く推移いたしました。家計部門

では、雇用環境は改善しましたが、デフレが続く中で賃金は伸び悩み、所得は横ばい程度

の推移となりました。このため、個人消費は足踏みを続けました。 

中小企業の景況感も、内外の景気動向を反映して回復の勢いが弱まりました。当金庫の

「中小企業月次景況観測」では年度後半以降景況感の改善は足踏みを続けました。また、

景気回復の過程で地域間、業種間のみならず企業間の格差も拡大しており、先行きは予断

を許さない状況です。 
金融面について見ますと、消費者物価は小幅ながらもマイナスが続き、日銀は量的緩和

政策を堅持しました。一方、長期金利（新発 10 年国債利回り）については年度前半に景
気の更なる回復期待や物価の上昇期待から一時 2％に近い水準を記録しました。年度後半
に入り景気の拡大が緩やかになるとともに過度な期待は修正され、長期金利は概ね１％台

半ばを下回る水準で推移を続けました。 
 

 

［業務の実施状況］ 

 
①貸出金 

 年度間の貸出額については、長期資金は前年度対比１,１４６億円増加し、短期資金

は前年度対比１６８億円増加したことから、貸出額合計では前年度対比１，３１４億

円増加し、１２兆４，８６２億円となりました。 

一方、貸出金残高については、前年度対比２,３５６億円減少し、年度末の貸出金は

９兆５，８８８億円となりました。また、業種別構成では、製造業が３３.６％、卸・

小売業が３１.４％、サービス業ほかが３５.０％となっています。 

 貸出金残高のうち信用組合等委託代理貸付については、年度末の代理店総数は１５８、

貸付金残高は１９２億円となりました。 

 なお、年度間の繰上償還額は、１,９８７億円となりました。 

 
②有価証券 

 年度末の有価証券保有残高は、前年度対比１，０５８億円増の１兆６，１０３億円

となりました。 
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③債券 

 債券発行高については、利付債が１，４３６億円減少、割引債が２，８９３億円減

少し、年度間で４，３３０億円減少しました。その結果、年度末の債券発行高は７

兆８，１１２億円となりました。 

 債券発行高のうち、政府による引受の残高は１,０７９億円となっています。 

また、利付債には、１年利付債４，１６４億円、３年利付債１兆５，３７６億円、

７年利付債２５４億円、及び１０年利付債２００億円が含まれています。 

 
④預金 

年度末の預金残高は、前年度対比３３２億円増の２兆３，９００億円となりました。 

 
⑤譲渡性預金 

年度末の譲渡性預金残高は、前年度対比３０６億円減の２０９億円となりました。 

 
⑥借用金 

年度末の借用金残高は、前年度対比２０４億円減の４６５億円となりました。 

 
⑦証券業務 

国債等の窓口販売については、年度間の販売額が１３億円となりました。また、国

債等のディーリングについては、年度間の売買高が１１７億円となりました。 

なお、年度末の商品有価証券保有残高は９億円となりました。 

 
⑧外国為替 

貿易取扱高は前年度対比２３０百万ドル、貿易外取扱高は前年度対比１２３百万ド

ル増加、資本取引は前年度対比６１百万ドル減少し、年度間の外国為替取扱高は、 

２９１百万ドル増の３７億５１百万ドルとなりました。 

 
⑨内国為替 

  取扱件数は３５千件減少しましたが、１件あたりの取扱金額が増加した結果、年度

間の内国為替取扱高は、1兆２，６６８億円増の２５兆７，１６５億円となりました。 

 
⑩受託業務 

貸付の受託業務については、年度末で貸付件数が８６，８４９件、貸付金残高が

４,４７８億円となりました。 

収納の受託業務については、年度間の取扱件数が９０５千件、取扱金額が２,７４６

億円となりました。 

（貸付業務受託先） 
中小企業金融公庫、独立行政法人 福祉医療機構、財団法人日本船舶振興会、財団法人自転車産業振興協

会、国民生活金融公庫、独立行政法人 中小企業基盤整備機構、独立行政法人 雇用・能力開発機構、沖

縄振興開発金融公庫、日本政策投資銀行 

（収納業務受託先） 
日本銀行、地方公共団体、東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社、エヌ･ティ･ティ･コミュ

ニケーションズ株式会社、ＮＴＴ ＤｏＣｏＭｏグループ９社、日本放送協会、電力会社９社、ガス会

社３８社、独立行政法人 勤労者退職金共済機構、独立行政法人 中小企業基盤整備機構 
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⑪私募債業務、信託契約代理業務・債権流動化業務 

私募債業務については、従来より取組みを行っている担保附私募債に加えて、平成

１２年４月より「特定社債保証制度」に基づく信用保証協会保証付私募債、平成１４

年２月より当金庫保証付私募債を開始し、累計で２,１１８件、２,２７６億円の実績

となりました。 
信託契約代理業務については、年金信託が累計で１１先、更に取引先の売掛債権流

動化支援のため平成１３年２月より開始した金銭債権信託に積極的に取組みました。

信託方式による取引先の売掛債権流動化実績は累計で５４先１，１０７件、 
２，８６８億円の実績となりました。また、平成１４年５月からは、中小企業の保有

する売掛債権（手形）を当金庫が直接取得することにより資金提供を行う手形ファク

タリングの取扱を開始し、累計で２５先３７５億円の実績となりました。 
 
⑫ＣＬＯ 
 平成１４年３月より地方自治体が主導するＣＬＯについて取扱金融機関として参加

しており、取組開始時から累計で６０５先２０１億円（平成１６年度単独では３５７

先１２２億円）の実績となりました。 
 また、平成１６年7月には、宮城県、和歌山県、鳥取県、佐賀県が連携して実施した
広域型保証付ＣＬＯについて組成支援を行い、地域金融機関と合わせて６３１先 
１７２億円の資金供給を行いました。 
 
⑬収支状況 

 経常収益が１，８９４億５４百万円に対して、経常費用が１，７４１億６百万円と

なりましたので、経常利益は１５３億４８百万円となりました。また、特別利益３億

２３百万円、特別損失５億６４百万円、法人税、住民税及び事業税３０億８７百万円、

法人税等調整額２７億４０百万円を加減算しました結果、当期純利益は９２億８１百

万円となりました。 

 

３．借入金、財政融資資金等借入金、国庫補助金等 

 
                                                             （単位：百万円） 

 平成１６年度 平成１５年度 増   減 
借 入 金 
日 本 銀 行 
銀 行 
保 険 会 社 
地方公共団体 
そ の 他 

４６,５０１ 
－ 

１,０００ 
３２,０００ 

７２ 
１３,４２８ 

６７,０００ 
－ 

１,０００ 
５２,０００ 

１３２ 
１３,８６７ 

△ 
 
 
△ 
△ 
△ 

２０,４９８ 
－ 
－ 

２０,０００ 
   ５９ 

     ４３９ 
財政融資資金 
  出 資 金 
産業投資特別会計 

  利付債券引受 
財 政 融 資 資 金 

   １０,０００ 
     － 
     － 

   １０,０００ 
   １０,０００ 

   １０,０００ 
     － 
     － 

   １０,０００ 
   １０,０００ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

国庫補助金 
一般会計 
中小企業等災害復旧資金利子補給金 

－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
－ 
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４．資金供給業務としての出資･出資比率20％以上の出資先 

 
 取引先の皆様方からの自己資本充実のニーズに応えるための構成員株式の取得（法

第２８条第１項第１０号）につきましては、年度間で２３先減少し、年度末の株式取

得先数は３６０先、株式保有残高は２１３億円となりました。 
 なお、出資比率２０％以上の先は該当ありません。 
 

５．子会社、関連会社、関連公益法人等 

 
 

 関連公益法人 
会 社 名 （財）商工総合研究所 
所 在 地 東京都江東区木場５―１１―１７ 

主な業務内容 
中小企業の金融・組織化・産業構造等に
関する調査、中小企業に関する調査研究
に対する助成 

設 立 年 月 日 昭和６１年１２月２６日 
資本金（基本財産） ７５０百万円 
当金庫出資（出捐）比率 ９２.０％ 

役 員 
  理事長          宮本  四郎 
                 他役員９名 
                （うち兼任１名） 

従 業 員 ７名 
「商工組合中央金庫法施行規則」第27条ノ6第1項第6号で定め

る子会社、関連会社はありません。 
 

６．関係会社等の概況（商工中金との関係を含む） 

 
（財）商工総合研究所と当金庫との関係について 

我が国中小企業の健全な発展を図り、もって我が国経済の一層の発展に寄与

するため、中小企業の金融、組織化等に関する調査研究、中小企業に関する調

査研究に対する助成等を行うことは極めて重要であると考え、当金庫はこれら

の事業を行う（財）商工総合研究所に出捐するとともに、事業推進に要する経

費の一部を助成しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 




